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検討の経過 

 

 田辺市では、市庁舎移転に伴う跡地の利活用について、第２次田辺市総合計画後期基本計画の策定に

あたり実施した市民アンケート結果や田辺市総合計画審議会での意見を踏まえ、「扇ケ浜エリアも含め

た広域的な視点で、中心市街地の資源や機能と連携しながら、まちの賑わい創出や経済の活性化を図る」

といった方向性を示すとともに、令和６年３月には、旧本庁舎跡地及び扇ヶ浜を核としたまちの賑わい

創出や地域経済の活性化に向けた未来につながるまちづくりの指針として『田辺ＯＮＥ未来デザイン構

想』を策定した。 

 

本構想は、湾岸地域におけるまちづくりの目指す姿やゾーン設定、官民共創による事業の考え方など、

中長期的な方針を示すものとして位置づけ、本構想に理解・共感の得られる市民及び域内外の事業者か

らの参画を期待するとしている。 

こうした中、令和６年度に一般財団法人 立初創成大学設立準備財団（以下「財団」という。）から田

辺ＯＮＥ未来デザイン構想に係る具体案として、田辺市役所旧庁舎を活用した【文理融合型の公立大学

設立】の提案があった。 

 

この財団からの提案内容について、庁内において検討した結果、財団が提案する公立大学の設立が実

現すれば、『田辺ＯＮＥ未来デザイン構想』で掲げるまちの賑わい創出や地域経済の活性化のほか、若者

の流入や地元高校生の進学の選択肢の増加、ひいては若者の地元定着の可能性も高まることから、田辺

市や周辺自治体の将来に大きな好影響をもたらすものであり、真摯に検討を行うべき提案であるとの判

断に至ったことから、公立大学設立の実現可能性や『田辺ＯＮＥ未来デザイン構想』との整合性につい

て、可能な限り客観的な資料に基づき検証を行い、令和７年３月に『田辺市高等教育機関設置可能性調

査検証結果報告書』（以下「可能性調査報告書」という。）を公表した。 

 

可能性調査報告書では、社会的課題、教育的課題、施設整備の課題、財政的課題、運営体制の構築を

中心に公立大学設立の実現可能性の検証等を行うとともに、地方創生や地域活性化に対する大学の役割

と効果等について整理を行った結果、『提案された大学構想の実現可能性は十分あるものとの結論に至

った。今後においては、現在、財団が行っている「探究型学習の体験合宿」などにより大学の教育内容

を十分に周知するとともに、田辺市内をはじめ、より多くの企業等と産学官金連携を十分に行い、地域

に根差した大学とすることで、大学構想の実現性はより高まるものと考えるが、今回の検証にとどまら

ず、専門的見地から更なる検証が必要である。』と結論付けた。 

 

この結果を踏まえ、令和７年度には田辺市高等教育機関設置等調査・検討事業（以下「調査検討事業」

という。）により、社会ニーズや進学ニーズの把握をはじめ、高等教育機関の設置、運営に関するコスト

試算、高等教育機関の設置が地域経済等にもたらす効果の試算等を行うとともに、その調査結果等をも

とに、専門的な見地から議論を行うための検討会議を設置し、本市への公立大学設立の実現可能性等に

ついて検討を行った。 

 

 本資料は、これらの検討を踏まえ、財団から提案のあった公立大学設立構想に対する本市の考え方に

ついてまとめたものである。 
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１. 提案された公立大学設立構想の概要 

 

 本市に提案のあった公立大学設立構想の概要については、下記のとおりである。 

 

⑴ 提案者 

組 織 名 ： 一般財団法人 立初創成大学設立準備財団 

（令和８年４月１日名称変更 一般財団法人 立初教育財団） 

理  事 ： 樋口祥子（代表）、中村静香、亀崎綾乃 

設立日/財団認可日 ： 2023年８月 15日 

  設立目的 ： 徹底した探究活動と国内外での地方創生に資する国際理解教育を通して、 

         世界平和に貢献する人材の育成を行う大学を設置すること。 

 

⑵ 提案内容 

大 学 名 ： （仮称）熊野立初大学（くまのたてそめ だいがく） 

大学種別 ： 公立 

法人形態 ： （仮称）公立大学法人熊野立初大学（地方独立行政法人） 

設置者名 ： 田辺市 

場  所 ： 田辺市役所旧庁舎跡地周辺、及び扇ヶ浜一帯 

学部学科 ： （仮称）社会情報科学部／社会情報科学科 

入学定員 ： 144名 

収容定員 ： 576名 

  育成する人材像 ： 自ら探究し、次世代リテラシーを身にまとい、企画し、デザインし、 

            イノベーションを起こして未来を切り拓く人材。 

  学びの特徴 

   ①いかに生きるかを問う 

     いくら最新の技術や方法を身につけてもそれは時代とともに変化することから、より大切な

ことは、ものの見方や考え方、志であると考える。「いかに生きるか」を問われた学生は、熊

野、世界、日本の津々浦々でのフィールドワークを通して、自らその解を見出し、「生きる基

軸」を見つけることができる。 

   ②徹底的な探究と体感 

     ひとは自ら学びとったものしか身につかず、自ら納得したことしかやろうとしない。そのた

め、徹底的な「探究」と「体感」を通して、従来の受け身的な学びから自ら掴みとる「学び

の転換」を行う。  

   ③文理融合の学び 

     ひとと社会を探究し、次世代リテラシーを修得する。加速度的に変化していくこれからの 

ＡＩ・ＤＸ時代において、従来の地方や仕事のあり方に縛られない、自ら事を起こせる人材

を輩出する。 
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  田辺市役所旧庁舎跡地への立地選定理由 

   ①大学の立地場所として、未来を切り拓こうとする若者が「いかに生きるか」を哲学するに相応

しい歴史や文化と、守るべき/学ぶべき人の暮らしがある場所であることが重要である。熊野地

域には、それが全て揃っている。特に、田辺は三偉人に代表される次世代の開拓者を生み・育

て続けてきた場所であり、また「口熊野」として熊野古道のはじまりの地とされ、田辺は世界

とつながるゲートウェイとしての場所でもある。 

 

   ②大学の立地場所は、人工的な都市ではなく、その対極にある人間本来の生活が息づく豊かな地

域を拠点にすることが重要である。学生がひとの生き様から学ぶことができることは本大学設

立構想の柱（根幹）である。 

 

   ③紀南周辺地域には大学が⼀つも存在せず、日本の中でも特に深刻な高等教育機関の空白地帯で

ある。 

 

   ④交通アクセス面では、最寄空港（南紀白浜空港）から車で 30分未満、最寄駅（紀伊田辺駅）か

ら徒歩 15分の好立地である。また、最寄り国際空港（関西国際空港）からも好アクセスで、世

界ともつながる大学となることが可能。 

 

   ⑤旧庁舎跡地を含む扇ヶ浜周辺は、扇ヶ浜、松林、カッパークなどの素晴らしい自然環境や景観

に恵まれ、紀南文化会館、田辺市立武道館、植芝盛平記念館、田辺市立図書館（田辺文化交流

センター「たなべる」）、南方熊楠顕彰館といった文化・スポーツ施設も存在する。 
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２. 田辺市高等教育機関設置可能性調査検証結果報告書について 

 

令和７年３月に公表した可能性調査報告書については、財団から田辺ＯＮＥ未来デザイン構想に係る

具体案として、田辺市役所旧庁舎等を活用した文理融合型の公立大学設立の提案を受け、その実現可能

性について市職員が可能な限り客観的な資料に基づき、検証・とりまとめを行ったものである。 

本報告書では、財団から提案のあった大学の概要や、国が考える大学のあり方、地方部における大学

新設の事例等を踏まえ、大学設立に必要な要素や手続き並びに運営に当たって想定される課題及び検討

事項等を整理した。その上で、公立大学設立構想における田辺ＯＮＥ未来デザイン構想との整合性及び

実現可能性等について検証を行った。 

 

⑴ 田辺ＯＮＥ未来デザインとの整合性（可能性調査報告書 57ページから 60ページ） 

① 田辺ＯＮＥ未来デザインとの整合性 

第二次田辺市総合計画の、まちの将来像「人と地域が輝き、未来へつながるまち田辺」及び『田

辺ＯＮＥ未来デザイン構想』の「庁舎跡地・扇ヶ浜を核としたまちの賑わい創出や経済の活性化

に向けた、未来へつながるまちづくり」の方向性と大学設置における効果が合致している。 

 

■大学設置により期待される効果 

まちの賑わい創出 学生や教職員が地域に住むことでまちの賑わいが創出される 

地元経済の活性化 学生や教職員が地元で消費を行い、地元経済が活性化する 

雇用創出 大学設立・運営には様々な職種が必要となり、教職員・学生

が生活することで、新たな商機も生まれ、起業や地元の雇用

も増える 

関係人口の増大 市外からの学生等が市内に住むことに加え、田辺市（熊野）

をフィールドとして活用することで、さらなる関係人口の増

大が期待できる 

若者の流出抑制 地元を離れずに大学進学が可能、若者の流出が抑制できる 

自律的好循環と新たな価値の

創出 

大学設置に伴い、学生と地域内外のステークホルダーとの連

携によって地域が活性化され、新たなビジネスの創出などに

より、得られた収益が地域に再投資されることが期待できる 

人材の育成・確保 地域社会に貢献する人材育成・確保が期待できる 

選択肢の増加 地元の若者が大学進学や生涯学習のための新たな選択肢が増

える 

保護者等の経済的負担軽減 家庭の経済的負担が軽減し、地元経済への還元につながる 
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⑵ 社会的課題及び検討事項（可能性調査報告書 37ページから 38ページ） 

① 地域資源と地域課題の考慮 

財団から提案のあったカリキュラムから、学生と地元企業や行政機関との協働により、新たな

ビジネスの創造を通じた地域課題の解決が期待できるほか、地域産業や文化・伝統に対する学生

の理解が深まり、接点を持った地元企業や行政機関への就職を選択する可能性が高まることが考

えられる。また、学生の一部は、卒業後も地域に残り、観光産業やその他の地元産業、文化・伝

統の継承者となり、地域課題の解決に向けて継続的に取り組むことも期待できる。 

 

 

⑶ 教育的課題及び検討事項（可能性調査報告書 39ページから 42ページ）  

① 学部・学科の設定 

新設大学が開学し、卒業生が社会に出始めるのは、スケジュールを勘案すると約 10 年後とな

る。その頃には既存の職の約半分がＡＩに代替可能となると言われており、2035年以降の未来社

会を見据えた高等教育が重要となる。 

こうした中、財団からは、自ら探究し、次世代リテラシーを身に付け、企画・デザインし、イ

ノベーションを起こす人材を育成するため、ひとと未来を探究する「社会情報科学部／社会情報

科学科」（仮称）を設置する提案がなされている。 

 

② 定員の設定  

定員は、想定する教育課程、教育環境及び管理運営体制等を総合的に勘案し、入学定員１学年

144名、収容定員 576名とされている。 

 

③ カリキュラム 

卒業に必要な単位数は 124単位とし、基幹科目 24単位、情報科学系科目 52単位、社会科学系

科目 10単位、企画・デザイン・イノベーション科目６単位、コミュニティ演習科目 20単位、卒

業プロジェクト 12 単位で構成されている。また、全科目について１科目１～２週間の集中講義

とすることを目指すとされている。 

 

④ 学生の確保 

紀南周辺地域の高等教育の空白地帯に公立大学を設立することで、経済的な理由により進学を

諦める学生の受け皿になる可能性があり、また、地方部における公立大学がいずれも定員数を確

保していることなどに加え、交通アクセスの良さと学生に求められる教育内容であることなどを

総合的に判断すると、学生の確保は可能と考える。 

 

⑤ 教員の確保 

財団案によれば、文理融合の学部を設置する際に必要な教員数（25名）の過半数がすでに確保

予定であることから、財団の理念に共感する教員候補者（現役の大学教員を含む）とその人脈を

通じて確保が可能と考える。 
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⑷ 施設整備の課題及び検討事項（可能性調査報告書 45ページから 49ページ） 

① 整備事業費 

旧庁舎の校舎への整備費用については、耐震補強等を含む全面改修が必要となる前提から、旧

庁舎（6,427㎡）に約 40万円/㎡の全面改修費用を想定した上で、耐震補強を加えると約 36億円

となる。また、旧庁舎別館及び社会福祉センターについては、新耐震基準を満たしていることか

ら、一般的な内装改修や電気設備のＬＥＤ化などの改修を見込み、延べ面積 2,923㎡に対して約

20万円/㎡で試算すると、約６億円となる。 

周辺整備費用として庁舎跡地（約 7,950㎡）に約５万円/㎡で試算すると、約４億円となり、合

計で約 46億円の整備工事費用が想定される。 

    校具、教具、備品などの設備整備費や図書費については、先行事例を踏まえ約４億円を加え、

整備事業費を約 50億円と想定した。 

 

 

⑸ 財政的課題及び検討事項（可能性調査報告書 50ページから 54ページ） 

① 初期費用 

財政的な視点から『田辺ＯＮＥ未来デザイン構想（立体駐車場整備案）』（20.5億円）と比較し

た場合、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の「大学・高専機能強化支援事業助成金」、市

債及び企業版ふるさと納税寄附金等が想定のとおり確保できるのであれば、市の実質負担額は大

学構想の方が優位であり、助成金の採択に向けた取組や大学構想に賛同してもらえる企業等を増

やすための活動が重要となる。また、整備内容や整備費の精査を徹底するとともに、寄附金の更

なる確保に努めることも重要となる。 

 

■初期費用の試算結果                           （単位：千円） 

項目 整備費 備考 

基本計画・実施設計費 300,000   

大学施設整備費（耐震補強含む）             ア 3,400,000 助成金対象、学教債対象 

地域貢献・地域連携施設整備費（旧庁舎別館等改修費）   イ 550,000 地活債対象 

周辺整備費                       ウ 350,000 助成金対象、学教債対象 

設備整備費（校具、教具、備品等）、図書費 400,000 開学４年間で順次整備 

計 5,000,000   

財

源 

大学・高専機能強化支援事業助成金（上限 20億円程度） エ 2,000,000   

学校教育施設等整備事業債（充当率 75％、交付税算入率 0％） 1,312,500 (ア+ウ-エ)×0.75 ① 

地域活性化事業債（充当率 90％、交付税算入率 30％） 495,000 イ×0.9      ② 

企業版ふるさと納税寄附金・その他寄附金 1,000,000 三条市立大学程度を想定 

一般財源 192,500 ③ 

実質負担額 ①×算入外 100％＋②×算入外 70％＋③ 1,851,500   
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② 運営収支 

運営収支の試算の前提として、学生の充足率を定員数に対して 100％と仮定して試算した結果、

大学の運営費用については、開学１年目、２年目は収益がマイナスとなることが予想されるが、

３年目以降は在学生数の増加により収益が黒字化する結果となり、開学１年目及び２年目の収支

不足については、金融機関等からの借入金や寄附金により資金調達を行うことを見込んでおり、

大学構想に賛同いただける企業等を増やすための活動が重要となる。 

また、開学３年目以降については、単年収支で黒字を見込んでいるが、その黒字額の一定割合

を将来の大規模改修等に備えて積み立てていくことが重要となる。また、学生の確保に向けた継

続的な取組はもとより、大学運営経費の縮減も不可欠となる。 

 

■運営収支の試算結果                          （単位：千円） 

  項目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 

収入 

学生納付金（入学金） 40,608 40,608 40,608 40,608 

学生納付金（学費等） 77,184 154,368 231,552 308,736 

運営交付金 422,208 633,312 791,640 844,416 

計 ① 540,000 828,288 1,063,800 1,193,760 

支出 

人件費 245,118 367,676 490,235 490,235 

教育研究費 163,919 245,878 327,837 327,837 

設備・管理経費 167,794 239,705 239,705 239,705 

計 ② 576,830 853,259 1,057,777 1,057,777 

単年収支（①－②） △36,398 △24,971 6,023 135,983 

 

 

 上記の各項目について検証を行った結果、可能性調査報告書 72ページでは、『提案された大学構想の

実現可能性は十分あるものとの結論に至った。今後においては、現在、財団が行っている「探究型学習

の体験合宿」などにより大学の教育内容を十分に周知するとともに、田辺市内をはじめ、より多くの企

業等と産学官金連携を十分に行い、地域に根差した大学とすることで、大学構想の実現性はより高まる

ものと考えるが、今回の検証にとどまらず、専門的見地から更なる検証が必要である。』と結論付けてい

る。
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３. 田辺市高等教育機関設置等調査・検討事業について 

 

令和７年３月に公表した可能性調査報告書の内容等について、専門的な見地から更なる検証を行うた

め、調査検討事業を実施した。 

  

■田辺市高等教育機関設置等調査・検討事業 

項目 内容 

事業概要 令和７年３月に公表した可能性調査報告書の内容等を専門的な見地から検証する

ため、現状を的確に把握し、各種ニーズや経済波及効果等を考慮しながら、専門的

な知識とデータに基づいた調査、分析等を実施 

事業期間 令和７年８月～令和８年３月 

調査項目 ⑴高等教育に関する動向等調査 

 ①大学を取り巻く環境変化 

 ②これからの高等教育に関する国の動き 

 ③和歌山県の社会動向 

⑵アンケート調査 

 ①高校生アンケート 

 ②保護者アンケート 

 ③事業者アンケート 

⑶ハード調査 

 ①建物調査 

 ②地質調査 

 ③液状化の判定 

⑷コスト試算 

 ①イニシャルコスト試算 

 ②ランニングコスト試算 

⑸経済波及効果算定 

⑹検討会議での議論 

 ①検討会議の中で示された期待 

②検討会議の中で示された課題 

⑺公立大学法人のガバナンス 

 ①ガバナンスの仕組みと評価の流れ 
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⑴ 高等教育に関する動向等調査 

 ① 大学を取り巻く環境変化 

18 歳人口が減少し続ける中でも、大学進学率は上昇し、大学進学者数も増加傾向にあったが、2026

年以降は 18 歳人口の減少に伴い、大学進学率が上昇しても大学進学者数は減少局面に突入すると予

測されている。 

大学数は、1990 年以降で 60％増加している。また、私立大学では、2025 年春入学において、全体

の 53％が入学定員割れの状況となっている。 

公立大学については、志願者数及び受験者数は減少傾向にあるものの、全体としては募集人員を上

回る入学者を確保している状況にある。 
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② これからの高等教育に関する国の動き 

18 歳人口の減少は想定を上回るペースで進行しており、国においては高等教育の在り方の見直し

が進められている。 

「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（中央教育審議会答申）」では、2040 年頃の社会

を見据え、必要とされる人材像や高等教育の目指すべき姿等が示されている。 

 

■必要とされる人材等と高等教育の目指すべき姿 

予測不可能な時代を

生きる人材像 

➢普遍的な知識・理解と汎用的技能を文理横断的に身に付けていく 

➢時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思考力を持って 

社会を改善していく資質を有する人材 

 

■教育研究体制 

多様な学生 ➢18歳で入学する日本人を主な対象として想定する従来のモデルから 

脱却し、社会人や留学生を積極的に受け入れる体質転換 

多様な教員 ➢実務家、若手、女性、外国籍などの様々な人材を登用できる仕組みの 

在り方の検討 

多様で柔軟な教育プ

ログラム 

➢文理横断・学修の幅を広げる教育、時代の変化に応じた迅速かつ柔軟 

なプログラム編成 

多様性を受け止める

柔軟なガバナンス等 

➢各大学のマネジメント機能や経営力を強化し、大学等の連携・統合を 

円滑に進められる仕組みの検討 

大学の多様な「強み」

の強化 

➢人材養成の観点から各機関の「強み」や「特色」をより明確化し、更 

に伸長 

 

急速に進行する少子化を見据え、文理横断的に知識やスキル、態度、価値観を身に付け、真に果た

すべき役割を実行できる人材の育成が求められている。 

また、産業界が求める人材ニーズは時代とともに変遷しており、2022 年の調査では、「主体性」、

「課題設定・解決能力」、「文系・理系の枠を超えた知識・教養」が求められる資質として挙げられ

ている。 

さらに、2030年頃には、人類史上５番目の新しい社会である Society5.0 の到来が予想されており、

専門分野を問わず、数理的推論やデータ分析を基に課題解決を行うことができる人材が求められてい

る。 

※Society5.0：サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題

の解決を両立する人間中心の社会 

  



３. 調査・検討事業について 

- 15 - 

高等教育には、「質の向上」、「規模の適正化」、「アクセスの確保」が求められている。また、

今後の高等教育が目指す姿の実現に向けては、４つの重視すべき観点が示されている。 

 

■高等教育が目指す姿 

我が国の「知の総和」の向上 

 目指す未来像の実現のためには、知の総和（数×能力）を向上することが必須 

 

■高等教育政策の目的 

急速な少子化等を踏まえた高等教育全体の「規模」の適正化を図りつつ、それによって失わ

れるおそれのある「アクセス」確保策を講じるとともに、「規模」の縮小をカバーし、知の

総和を向上するために教育研究の「質」を高める 

質の向上 ➢教育研究の質の向上を図ることであり、学生一人一人の能力を最大限

高めること 

➢学修者本位の教育の更なる推進、多様な学生の受入れ促進 など 

規模の適正化 ➢社会的に適切かつ必要な高等教育機会の量的な確保 

➢公立：定員規模の適正化（見直しも含めた地域との継続的対話、安易

な公立化の回避など） 

➢私立：規模適正化の推進（設置認可厳格化、再編・統合、縮小、撤退

の支援など） 

アクセスの確保 ➢地理的、社会経済的な観点からの高等教育の機会均等の実現 

 

■重視すべき観点 

教育研究の観点 ➢未来社会を担う人材に必要な資質・能力の育成 

➢成長分野を創出・けん引する人材等の育成 

➢デジタル化の推進 

➢国際競争の中での研究力の強化 

学生への支援の観

点 

➢学生の多様性・流動性の向上 

➢学生への経済的支援の充実 

高等教育機関の運

営の観点 

➢高等教育機関の多様性の確保 

➢高等教育機関の運営基盤の確立 

➢国際化の推進 

社会の中における

高等教育機関の観

点 

➢社会との接続及び連携の強化 

➢人材育成等を核とした地方創生の推進 

➢初等中等教育との接続の強化 

➢情報公表による信頼獲得 

 

公立大学には、地方における高等教育政策の中心的な役割を担うことが期待されており、教育研究

の質の向上、教育機会の均等化及び行政課題の解決への貢献が求められている。 

また、紀南周辺地域は、通学可能な高等教育機関が限られており、高等教育の空白地帯となってい

る。 
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大学の設置については、地域活性化や地方創生の促進が期待されているほか、公立大学においては、

自治体や地元企業との連携により、地域課題の解決に向けた取組の促進が期待されている。 
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 ③ 和歌山県の社会動向 

和歌山県の 18 歳人口は今後も減少することが予測されており、将来推計では 2036 年には 2024 年

と比較して 18％減少し、全国平均を上回るペースで減少することが見込まれている。 

また、田辺市の 15 歳から 19 歳までの人口についても減少が見込まれており、2035 年には 2025 年

と比較して 29％減少し、全国及び和歌山県全体を上回るペースで減少することが予測されている。 

和歌山県の大学進学率は 52％で全国平均を下回っている。また、大学収容率は 26％で全国 36位と

なっている。さらに、県内残留率は 18.4％と低く、全国で下から７番目の位置となっている。 

※大学収容率：県内の高校卒業生に対して、県内の大学がどれだけの入学枠を提供できるかを示す指標 

※県内残留率：大学進学者のうち、出身高校と同一県内の大学へ進学した者の割合を示す指標 
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⑵ アンケート調査 

  ①高校生アンケート（調査概要） 

項目 内容 

目的 高校卒業後の進路や進学に関する希望を把握することを目的として、和歌山県

内及び県外の高校２年生を対象にアンケート調査を実施 

調査対象 和歌山県内の公立・私立の高等学校に通う高校２年生 

和歌山県外の公立・私立の高等学校に通う高校２年生 

実施期間 令和７年 10月 28日～11 月 28日 

回答状況 発送数 県内学生 48校 / 7,290 人  県外学生 13校/2,505 人 

回答数 県内学生 48校 / 3,683 人  県外学生 13校/1,017 人 

回答率 県内学生 50.5％       県外学生 40.6％ 

 
 
  ②保護者アンケート（調査概要） 

項目 内容 

目的 保護者の視点から見た生徒の進路や進学に関する考え方・ニーズ等を把握する

ことを目的として、田辺市及び田辺市周辺に所在する高校の２年生の保護者を

対象にアンケート調査を実施 

調査対象 田辺市周辺の公立の高等学校に通う高校２年生の保護者 

実施期間 令和７年 10月 28日～11 月 28日 

回答状況 発送数 7校/961人 

回答数 7校/131人 

回答率 13.6％ 

 

  なお、本アンケートは、回答者に対して検討中の大学の概要を簡潔に整理した資料（次ページ参照）
を提示した上で実施したものである。回答結果については、回答者が居住する地域における高等教育
機関へのアクセス環境や進学機会の違いが回答内容に影響している可能性があることに留意する必
要がある。 
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①高校生アンケート（調査結果） 

設問項目 高校卒業後の進路 

 県内学生の約７割が「進学」を進路の希望として挙げている 

 進路の希望先は、「大学進学」、次いで「専門学校進学」の順に多い 

 田辺・西牟婁地域では、全体に比べ、大学進学を志向する割合が若干低い 

 希望する設置主体は、「国立」を志向する傾向がある 

 県内学生の半数以上が和歌山県以外の近畿地方への進学を希望 

■進路の希望先 

 

 

■進路の希望先【設置主体】 
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■進学希望エリア 
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設問項目 興味がある分野 

 興味のある分野は、「経済学」「看護・医療技術学」「教育」「工学」などの分野の興味が相対

的に高い 

 「情報科学」については、約７％が興味を示しているが、田辺・西牟婁地域では、全体に比べ、

興味がある割合が低い 

 

 
設問項目 大学選びで重視する要素 

 大学選びで重視する要素は、「学びたい学部・学科・コースがあること」、次いで「就職に有利

であること」「学費が高くないこと」「資格取得に有利であること」の順に多い 

 田辺・西牟婁地域では、全体に比べ、就職への有利さ、学費の安さ、資格取得に有利であること

の割合が若干高い 
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設問項目 検討中の大学への興味 

 検討中の大学に興味・関心がある学生は、県内では約 45％、県外では約 25％ 

 興味・関心がある理由は、「公立大学であることの安心感」「新しい大学であること」「自宅か

ら通えること」が挙げられている 

 田辺・西牟婁地域では、２人に１人が自宅から通えることに興味・関心を持っている 

 興味・関心がない理由は、県内学生では「学部・学科に興味がない」「自宅から遠い・通えない」

「別の進路・進学先を決めている」「和歌山県・田辺市から出たい」、県外学生では「自宅から

遠い・通えない」ことなどが挙げられている 

■検討中の大学への興味 

 

 

 

 

 

■興味・関心がある理由 
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■興味・関心がない理由 

 

 
  



３. 調査・検討事業について 

- 32 - 

設問項目 検討中の大学の受験希望 

 「受験したい」と回答した学生は 186人（約 13％）、約 74％は「わからない」と回答 

 「地域推薦枠入試」の利用を希望する県内学生は 124人（約 75％） 

 受験したくない理由は、県内学生では「県外への進学を希望している」、県外学生では「大学へ

のアクセスが不便である」ことなどが挙げられている 

■検討中の大学を受験するか（県内・県外学生 ｎ=1,416） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■県内学生の「地域推薦枠入試」の利用（県内学生 ｎ=166） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■受験したくない理由 
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設問項目 検討中の大学に対する意見（自由意見） 
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②保護者アンケート（調査結果） 

設問項目 高校卒業後の進路 

 生徒に進んで欲しい進路として、約７割が「進学」を希望 

 進路の希望先は「大学進学」、次いで「専門職大学進学」「専門学校進学」の順に多い 

 希望する設置主体は、「国立」を志向する傾向がある 

 半数以上が和歌山県以外の近畿地方への進学を希望 

■進路の希望先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■進路の希望先【設置主体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■進学希望エリア 
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設問項目 進学してほしい分野 

 進学してほしい分野は、「経済学」「看護・医療技術学」「教育」に次いで、「医・歯・薬学」

「情報科学」の分野の興味が高い 

 

 
設問項目 大学選びで重視してほしい要素 

 大学選びで重視する要素は、「学びたい学部・学科・コースがあること」、次いで「資格取得に

有利であること」「就職に有利であること」「学費が高くないこと」が挙げられている 

 

 
  



３. 調査・検討事業について 

- 36 - 

設問項目 検討中の大学への興味 

 検討中の大学に興味・関心がある保護者は約 57％ 

 興味・関心がある理由は、「自宅から通える」「公立大学であることの安心感」「学費が安い」

などが挙げられている 

 興味・関心がない理由は、「設置場所に不安を感じる」「新設大学であり不安」「県外へ進学し

てほしい」などが挙げられている 

■検討中の大学への興味 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■興味・関心がある理由 

 

■興味・関心がない理由（保護者 ｎ＝38 うち回答数＝38） 
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設問項目 検討中の大学に対する意見（自由意見） 
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③事業者アンケート（調査概要） 

項目 内容 

目的 企業が求める人材像や採用方針等を把握することを目的として、企業の採用担当者

を対象にアンケート調査を実施 

調査対象 （県内事業者）主に和歌山県内に本社等を設置する事業者を抽出し個別に依頼 

（県外事業者）主に和歌山県外に本社等を設置する事業者を抽出し個別に依頼 

実施期間 令和７年 10月 28日～11 月 21日 

回答状況 発送数 県内事業者 507社  県外事業者 325社 

回答数 県内事業者 185社  県外事業者 35社 

回答率 県内事業者 36.5％  県外事業者 10.8％ 

 
 

③事業者アンケート（調査結果） 

設問項目 採用条件・採用状況 

 採用にあたって「大卒」を学歴の条件としている事業者は約４割 

 従業員規模が大きいほど高い学歴を求める傾向がある 

 和歌山県南部では学歴による条件を設けていない事業者が多い 

 県外の事業者では大卒採用が基本、県内では過去３年間平均で大卒採用が無い事業者が約半数 

 県内の事業者で県内の大学の卒業生を定期的に採用している比率は 10％未満で、８割を超える

事業者が未採用 

■学歴別の採用条件（全事業者 ｎ=220） 
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■過去３年間の採用人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■県内の大学卒業生の採用（県内事業者 ｎ=185） 
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設問項目 人材に求める視点 

 半数以上の事業者が「協調性」「積極性・主体性」「コミュニケーション能力」など、パーソナ

リティに関わる項目を選択 

（全事業者 ｎ=220） 

 

 
設問項目 人材に望む専攻 

 「工学」「経済学」といった理系、文系の代表的な専攻に加えて、「情報科学」を専攻した人材

に対する需要も高い 

（全事業者 ｎ=220） 
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設問項目 検討中の大学への期待 

 県内事業者のうち、６割以上が検討中の大学に対して期待 

 大学に期待する理由は、「優秀な人材の輩出」「地域社会の活性化（消費効果）」などが挙げら

れている 

 大学に期待しない理由は、「学生確保に対する懸念」や「田辺市に大学を設立する意義が見いだ

せない」などが挙げられている 

■検討中の大学への期待（県内事業者 ｎ=185） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■期待する理由（県内事業者 ｎ=122） 

 

■期待しない理由（県内事業者 ｎ=20 うち回答数=19） 
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設問項目 検討中の大学の卒業生を採用する可能性 

 検討中の大学が設置された場合、県内事業者の７割以上が卒業生の採用を検討する意向 

 県外事業者では、半数以上が条件次第で採用を検討するという姿勢だが、積極的に採用したいと

する事業者もある 

■卒業生を採用する可能性（県内事業者 ｎ=185） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■卒業生を採用する可能性（県外事業者 ｎ=35） 

 

 

■積極的に採用したい、条件があえば採用を検討する理由（県外事業者 ｎ=28） 
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設問項目 検討中の大学に対する意見（自由意見） 
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⑶ ハード調査 

① 建物調査 

旧庁舎は昭和 45 年に建築され、築 55 年経過していることから、建物の構造体が引き続き使用可能

かを調査するため、一般財団法人日本建築センターの『既存鉄筋コンクリート造建築物の構造体の耐

用年数評価』を受けた。 

その結果、コンクリートの中性化進行に基づく耐用年数は、調査時点（2025 年 10 月）より 100 年

超と評価された。 

 

■既存鉄筋コンクリート造建築物の構造体の耐用年数評価書 
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■評価書裏面 
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■耐用年数評価とその期待される効果（一般財団法人 日本建築センター）より抜粋 

一般財団法人日本建築センター（以下、「ＢＣＪ」という。）では、2019 年５月に鉄筋コンクリ

ート造建築物の耐用年数評価業務を開始しました。これまでご依頼いただいた案件の評価を通じ

て、様々な知見を得ることができました。それらを踏まえ改めて建築物の耐用年数と寿命の関係、

耐用年数の評価方法、長寿命化へのアプローチ等を整理し、ここにご紹介します。 

 

１．建築物の寿命と耐用年数の関係 

建築物の寿命は、物理的、機能的、経済社会的の３つの要因のいずれかにより、その役割を

果し得なくなった時点ということができます。 

鉄筋コンクリート造建築物の場合は、劣化の支配的要因である中性化が下図のように進行

し、鉄筋に到達すると錆が発生し、さらに進行すると重大な劣化につながります。 

これらを踏まえ、ＢＣＪでは「耐用年数」と「寿命」を次のように整理しています。 

 

 

 

 

 

２. ＢＣＪの耐用年数評価の概要 

(1)耐用年数評価の意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①耐用年数：コンクリートの中性化がごく一部の最外側鉄筋に到達する期間  

②寿  命：鉄筋の錆が進行し、コンクリートに重大な劣化や損傷が発生することにより、

使用不能な状態となる時点 

・BCJ が評価する耐用年数は、中性化がごく一部の最外側鉄筋に到達する期間としており、

その時点での鉄筋腐食は軽微であるため、構造部材の構造性能は十分な余裕度を有してい

る状態と言えます。  

・また、評価後に適切な改修や維持管理を継続し、中性化進行を遅らせることにより、一定

期間経過後に耐用年数を再評価した場合、当初評価した耐用年数がさらに伸長し、寿命も

延長することが期待できます。（図２参照） 
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(2)耐用年数評価の流れ 

①調査内容の事前検討 

学識経験者により構成される耐用年数評価委員会（委員長:桝田佳寛宇都宮大学名誉教授）

において、評価対象建築物に関する図面や修繕履歴等の資料を確認し、想定されるコンクリ

ートコア採取箇所等、必要な調査内容を検討します。 

↓ 

②現地調査による調査箇所等の確定 

ＢＣＪ事務局と評価委員会の学識経験者が、調査会社の立会いのもと、対象建築物を現地

で調査し、以下の耐用年数評価に必要な調査事項を確定します。  

・コンクリートコア採取位置所等の指定（方位、階数、屋内外、雨掛り等を考慮）   

・その他必要なはつり調査、塩分調査、含水率調査等の位置等を指定 

↓ 

③調査結果等を分析し耐用年数を評価 

調査結果をもとに以下のような分析を行い、耐用年数を評価します。  

a  コンクリートの中性化の状況、仕上げ材の中性化抑制効果、その他環境要件や改修履歴

等を 

考慮して、耐用年数推計のための中性化速度係数を設定  

b  コンクリートの「かぶり厚さ」をそのバラツキを考慮して設定  

c  耐用年数評価委員会において以下の事項を検討し、評価書を発行  

・調査時点からの耐用年数の推計（現況評価）   

・改修等による耐用年数の延長効果を加えた期間（改修計画評価）   

・非構造部材に対する点検、補修の必要性  等 

 

(3)寿命の延長の可能性 

評価対象建築物においてすでに中性化が鉄筋まで到達している場合は、耐用年数そのものの

評価はできませんが、はつり調査等を実施し、鉄筋腐食が軽微であること、含水率が低いこと

等が確認されれば、引き続き使用可能と判断します。  

そしてその後、鉄筋腐食を抑制するため、含水率を一定以下に保持するなどの適切な改修工

事を実施し、定期的に点検と補修を継続することにより、寿命（＝使用可能期間）を延長させ

ることが期待できます。 

 

(4)まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐用年数評価をすることの効果は、 

①単に今後使用可能な年数の把握だけでなく、構造部材の劣化状況等を踏まえた適切な改修

と維持管理を実施することが可能になります。  

②さらに一定期間毎に劣化状況や耐用年数を確認し、適切な改修と維持管理を継続すること

により、建物の大幅な長寿命化につながる「長寿命化の好循環」が期待できます。 



３. 調査・検討事業について 

- 48 - 

３. 建築物の長寿命化によるメリット 

(1)直接的なメリット 

耐用年数評価を踏まえて、建築物の長寿命化に確かな道筋をつけることにより、以下のよう

な直接的なメリットが発生すると考えられます。 

 

①高経年公共施設等の建替時期の延長  →財政負担の軽減や平準化につながる。 

②償却済の収益物件の使用期間の延長  →事業収益の継続につながる。 

③改修投資の資金回収期間の長期化   →収益低下物件に多額の改修投資が可能に。 

④保有物件の不動産評価向上      →金融機関から長期融資を受けやすくなる。 

                   →同年代の物件より高額の売却が期待できる。 

⑤高経年分譲マンションの再生検討   →改修による長期居住という選択肢が可能に 

 

(2)社会的な評価も向上 

耐用年数評価を踏まえた長寿命化への取り組みは、以下のような観点で、事業者の社会的評

価を高めることが期待できます。 

 

①建替えより省エネ、省資源、省廃棄物 →ＣＯ₂削減等、環境問題に貢献 

②建物の存続が長期化         →街並みの連続性や地域活力の維持に貢献 

③維持管理コストや賃料等の低水準化  →社会全体の低コスト化に貢献 
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② 地質調査 

旧庁舎周辺の地質構成及び土質工学的特性を明らかにし、既存建物および計画建築物の設計・施工

に関する基礎的な資料を得るため、地質調査を実施した。 

 

■調査概要 

項目 内容 

調査場所 和歌山県田辺市中屋敷町 地内 

調査内容 機械ボーリング １か所 

現場作業期間 令和７年 10月９日 ～ 令和７年 10 月 16 日 

調査場所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果 

（地盤構成図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査個所 



３. 調査・検討事業について 

- 50 - 

③ 液状化の判定 

液状化判定を実施した結果、液状化の程度は「小」と判定された。  

 

 

■旧庁舎における設計用水平加速度と液状化判定結果 

地表面 
設計用 

水平 
加速度  

Αmax
（m/s²） 

想定される 

地震規模 

FL 値 

液状化判定 

（各地層ごと） 

【液状化発生に対する安全率】 

ＦＬ＞1＝可能性なし 

ＦＬ＜1＝可能性あり 

ＰＬ値 

地盤液状化指数 

（地盤全体） 

【液状化の危険度】 

0＝かなり低い 

5以下＝低い 

5を超え 15以下＝高い 

15を超える＝極めて高い 

Ｄｃｙ 

水平変位量(m) 
(想定地表変位) 
【液状化の程度】 

    0＝なし 

  ～0.05=軽微 

0.05～0.10＝小 

0.10～0.20＝中 

0.20～0.40＝大 

0.40  ＝甚大 

結果 

液状化の 

程度 

3.5 

最大クラス 

の地震 

（南海トラフ

巨大地震） 

2.0～3.5 m/s2 

では一部の層において 

FL が 1を下回る 

区間が認められる 

液状化の 

「可能性あり」 

※一部の層：GL-9.3～15.3ｍ 

6.50 

「高い」 

0.09ｍ 

（小） 

液状化の 

程度は 

「小」 

2.0 
非常に 

大きな地震 

0.80 

「低い」 

0.03ｍ 

（軽微） 

液状化の 

程度は 

「軽微」 

1.5 
比較的 

大きな地震 

全深度において 

液状化安全率 

FL が 1を超えている 

「可能性なし」 

0.00 

「かなり低い」 

0.00m 

（なし） 

液状化の

発生の可

能性は低

い 

 

■液状化判定の基準 

日本建築学会『建築基礎構造設計指針』2019 によれば、「飽和地盤においては、地震時における

液状化発生の可能性を適切な方法により評価する」としている。また、液状化の判定を行う必要が

ある土層として、以下のような条件を示している。 

 ◇対象とする土層：地表面から 20m程度までの飽和土  

※造成地盤が 20m 以深も続く場合は造成地盤の下端まで 

 ◇土の種類 ： ・細粒分(シルト分+粘土分)含有率が 35%以下  

・造成地盤では粘性分が 10%以下、また塑性指数が 15 以下  

・細粒分を含む礫や透水性の低い土層に囲まれた礫 
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⑷ コスト試算 

① イニシャルコスト試算 

田辺市役所旧庁舎（以下、「旧庁舎」という）は、耐震改修を行った上でコンバージョン（既存建築

物を全面的に改装し、用途を変更して全く新しい建築物として再生すること）を実施し、旧庁舎別館

（以下、「別館」という）及び社会福祉センターについては一般的な内装改修等を行う整備手法を前提

として、事業費の試算を行った。 

 

■試算結果 
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 施設整備にあたり、活用可能性のある財源について、調査を行った。 

 

■補助金・交付金 

 

■地方債 
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 整備事業費 65 億円に対して、活用可能性のある財源を充当し、市の実質負担額の比較を行った。 
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■財源充当パターン① 

財源として、大学・高専機能強化支援事業助成金 12.15 億円、都市構造再編集中支援事業補助金

10.5 億円、企業版ふるさと納税寄附金等 10 億円の活用を見込んだ場合、市の実質負担額は 22.6億

円となる。 

これは、可能性調査報告書で想定していた市の実質負担額 18.5億円と比較して、約４億円の増加

となる。 

 

※利子は含まず。 
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■財源充当パターン② 

財源として、立地適正化計画の策定が活用要件とされている都市構造再編集中支援事業補助金を

見込まずに、大学・高専機能強化支援事業助成金 12.15 億円、企業版ふるさと納税寄附金等 10 億円

の活用を見込んだ場合、市の実質負担額は 27.6 億円となる。 

これは、可能性調査報告書で想定していた市の実質負担額 18.5億円と比較して、約９億円の増加

となる。 

 

※利子は含まず。 
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■財源充当パターン③ 

財源として、立地適正化計画の策定が活用要件とされている都市構造再編集中支援事業補助金及

び企業版ふるさと納税を見込まずに、大学・高専機能強化支援事業助成金 12.15 億円の活用を見込

んだ場合、市の実質負担額は 37.6 億円となる。 

これは、可能性調査報告書で想定していた市の実質負担額 18.5億円と比較して、約 19 億円の増

加となる。 

 

※利子は含まず。 
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② ランニングコスト試算 

公立大学を設置した場合の運営収支の見通しを検証するため、開学から 10 年間のランニングコス

トの試算を行った。 

なお、本試算は、大学運営の持続可能性を慎重に見極める観点から、収益については普通交付税

の算定単価の上昇など将来的な増加要因を見込まず現状水準で固定する一方、費用については物価

上昇及び賃金上昇を見込んでいる。 

 

■前提条件 
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■ランニングコスト試算結果 

以下の表は、全４学年の学生がそろう開学４年目及び開学 10 年目時点における試算結果を基に、前

提条件の違いによる単年度損益への影響を比較したものであり、クロス部分は収益から費用を差し引い

た単年度損益を示している。 

費用については、情報科学系の学部を有する類似大学の実績を基に、検討中の大学の条件に合わせて

試算したものである。大学によって教育内容や学部構成等が異なることから必要となる経費にも違いが

生じるため、複数のモデルケースを設定して比較を行った。 

なお、参考とした一部の大学については、情報科学系以外の学部に係る費用が含まれていることから、

実際の情報学部単体の運営費用とは差異が生じている可能性がある。 

 

 

 

 試算結果からは、参考とする大学によって費用に差は生じるものの、いずれのパターンにおいても、

普通交付税の算定単価や入学定員充足率の状況によって収支に大きな影響が生じることが確認できる。

特に、普通交付税の算定単価が理科系として算定され、かつ、入学定員充足率を高い水準で維持できる

ことが、安定的な運営において重要な要素となる。 
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 試算結果からは、開学４年目時点の分析と同様に、普通交付税の算定単価が社会科学系となる場合

や、入学定員充足率が低下する場合には、開学 10年目においても単年度損益は赤字となる結果となっ

た。 

一方で、普通交付税の算定単価が理科系として算定され、かつ、入学定員充足率を 100％に近い水準

で維持できる場合には、物価上昇や賃金上昇を見込んだ場合であっても、開学 10年目時点において一

定の収支が確保される結果となった。 
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■収支シミュレーション結果まとめ 
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⑸ 経済波及効果算定 

公立大学を設置した場合における経済波及効果を、「教育・研究活動による効果」「教職員・学生

の消費による効果」「施設整備にかかる効果」の３つの視点から調査・分析を行った。 

なお、経済波及効果の算定に当たっては、文部科学省が公表している「地方大学が地域に及ぼす経

済波及効果分析報告書」の視点に基づき実施した。 

 

 

 

■大学立地がもたらす経済効果 

①教育・研究活動による効果 

►教育・研究活動に伴う教科書、研究資材などの購入費  

►大学施設の維持管理に伴う地域産業への新たな需要 

②教職員・学生の消費による効果 

►教職員・学生の確保による地域消費に伴う地域経済への新たな需要 

③施設整備にかかる効果 

►旧庁舎施設の改修、修繕の発生に伴う地域産業への新たな需要 

④その他の活用による効果 

 ▶学会や入試等への来訪者による地域消費に伴う地域経済への新たな需要 

   ※④については前提条件の設定及び効果の測定が困難であるため対象外としている。 
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■前提条件 

項目 内容 

教育・研究活動 ・収支シミュレーションの費用項目「教育経費」、「研究経費」、「教育研究支援費」、

「一般管理費」の地域別発注額を計算対象に設定 

・減価償却費、奨学費、公租公課、徴収不能引当金繰入額は対象外経費とする 

・各地域に所在する企業へ支払われた発注額を最終需要増加額として設定 

教職員の消費 ・教職員の消費＝居住地域別教職員数×1 人あたり人件費×消費性向×産業部門 

別消費構成比 

・教職員数は、教員数 31名（役員６名含む）、職員 20 名 

・居住地域別の割合は他事例を参考に地域性を考慮し算出 

・収支シミュレーションの「教員人件費」、「職員人件費」、「役員報酬」より教員・ 

職員 1人当たりの人件費を設定（法定福利費は除外） 

・消費性向は和歌山県における 2020年～2024年の５か年平均である 62.26%と 

する。消費は各居住地域で行われるものと仮定 

学生の消費 ・学生の消費＝居住地域別学生数×消費単価 

・学生数は 576 名。消費単価は令和４年度学生生活調査より算出 

・居住地域別の割合は他事例を参考に地域性を考慮し算出 

・居住形態について、自宅：アパート=４:６と仮定 

・３年次は地域外での活動を想定しているため、住宅・光熱費以外の費用は生じ 

ないと仮定 

施設整備 ・可能性調査報告書で示した整備事業費５０億円を計算対象に設定 

•『設備整備費(校具、教具、備品等)、図書費』以外は開校前４年間で整備予定で

あるが、その期間の総額で経済波及効果を算定 

 

■算定結果（入学定員充足率 100％の場合） 
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■算定結果（入学定員充足率 80％の場合） 

 

 

 

 

 

 



３. 調査・検討事業について 

- 72 - 

⑹ 検討会議での議論 

可能性調査報告書の内容等について、より専門的な見地から更なる検証を行うため、田辺市高等教

育機関設置等調査検討会議（以下「検討会議」という。）を設置し、公立大学の設立運営に関する有

識者をはじめ、地域の教育・産業・地域団体などの各分野から選出された委員の方々から高等教育機

関設置に関する意見をいただいた。 

 

■検討会議開催経過 

開催日 内容 

令和７年11月 

第１回検討会議 

（１）高等教育に関する動向等について 

（２）田辺市高等教育機関設置可能性調査検証結果報告書について 

令和７年12月 検討会議による財団へのヒアリング 

令和７年12月 

第２回検討会議 

（１）アンケート調査結果について 

（２）各委員からいただいたご意見に対する考え方について 

令和８年２月 

第３回検討会議 

（１）収支シミュレーションについて 

（２）経済波及効果について 

（３）旧庁舎利活用に伴う安全上の懸念と対応方針について 

（４）各委員からいただいたご意見に対する考え方について 

令和８年３月 

第４回検討会議 

（１）初期費用に係る試算について 

（２）各委員からいただいたご意見に対する考え方について 

（３）「田辺市高等教育機関設置可能性調査検証結果報告書」に関するご意見に 

ついて 
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① 検討会議の中で示された期待 

項目 検討会議の中で示された期待 

学生確保 

 

 

➢ 公立大学は学費の面や知名度等により、学生確保において一定の優位性が期待され

る 

➢ 地域に大学が立地し、地元から通学可能な高等教育機関となることで、地域の進学

ニーズへの対応や進学に伴う経済的負担の軽減が期待される 

➢ 集中講義や探究実践型の教育手法により、他大学との差別化が図られ、学生の関心

を集めることが期待される 

➢ 紀南地域の自然や地域資源等の魅力を生かすことにより、地域外からの学生の確保

につながることが期待される 

➢ 奨学金制度などの学生支援施策の充実により、学生確保につながることが期待され

る 

 

地域創生や 

地域活性化 

➢ 大学が地域の教育環境やまちづくりにおいて一定の役割を果たすことにより、将来

世代が地域で暮らし続けられる地域づくりにつながることが期待される 

➢ 大学が地域づくり・まちづくりの核となることで、子どもたちが将来に希望を持て

るまちづくりにつながることが期待される 

➢ 大学の設置により、卒業後の地域定着につながることが期待される 

➢ 人口減少が進行する中、地域の維持存続に向けた取組に寄与することが期待される 

➢ 学生が地域活動に参画し、地域との関わりを深めることにより、地域コミュニティ

の活性化が期待される 

➢ 学生をはじめとする若者が地域に集まることにより、まちなかのにぎわい創出や地

域活性化が期待される 

➢ 行政、大学、民間が地域の将来について共に考えることにより、地域課題の解決や地

方創生に向けた新たな取組・施策の創出が期待される 

➢ 大学の設置により、経済波及効果のみでは測ることのできない地域の活力向上や価

値の創出が期待される 

➢ 学生の受入れにより、消費活動や住居需要の発生を通じた地域経済への波及効果が

期待される 

➢ 検討中の大学は、社会の様々な分野で活躍できる「自ら課題を発見し、解決すること

ができる人材」の育成が期待される 
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② 検討会議の中で示された課題 

項目 検討会議の中で示された課題 

学生確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 検討中の大学の仮称について、学生募集の切り口から、仮に公立大学を設立すると

の方針を決定した場合には再度検討する必要がある 

➢ 検討中の大学の概況を明確にしたうえで、アンケートやフォーカスグループインタ

ビューの実施など、市民の意見を幅広く聞くための方策を検討する必要がある 

➢ 市民の理解を深めるため、カリキュラムや特色など検討中の大学の概況等の認知向

上が必要である 

➢ 検討中の大学の特徴的な学びを体験することが、県外からの学生確保につながる理

由を明確にするとともに、どの地域からどの程度の学生を確保する想定とするのか

など、客観的に説明可能な見通しを示す必要がある 

➢ 海外留学生の受入れについては、必要性や可能性を含めた検討が必要である 

➢ 県外への進学志望者や大学進学を諦めざるを得ない潜在的な大学志望者が、検討中

の大学にどの程度進学するかなど、県内からの学生確保の可能性について検討する

必要がある 

➢ 検討中の大学の内容の認知を図るためのＰＲ活動について、検討する必要がある 

➢ 条件不利地域でも学生が確保できる特色を明確にする必要がある 

➢ アドミッションポリシーについては、志願者層を具体的に想定できる水準で整理す

る必要がある 

➢ カリキュラムポリシーと設置予定科目との関係性、また、設置科目の全体像につい

て、説明可能な水準で整理する必要がある 

➢ 検討中の大学の特色を明確にする必要がある 

➢ マーケティング戦略について整理する必要がある 

➢ ディプロマ・ポリシーについて、輩出する人材像が抽象的にとどまっていることか

ら、その内容をより具体的に整理する必要がある 

教員確保 ➢ カリキュラムポリシーおよび設置科目の概要を整理する必要がある 

➢ 仮に公立大学を設立するとの方針を決定した場合、外国人教員採用の必要性ついて

検討する必要がある 

 

施設整備 ➢ ハード面・ソフト面の対策の考え方について、市民に対する説明及び理解醸成を図

る必要がある 

➢ 寄附金をどのように確保するのかについて、検討する必要がある 

➢ 初期費用の資金調達方法について、より詳細に整理する必要がある 

 

運営収支 

 

 

 

 

➢ 将来の施設更新に係る費用負担のあり方について整理する必要がある 

➢ 普通交付税は保障ではなく算定に基づくものであり、制度変更等による変動リスク

や運営コストを賄えない可能性があることから、こうした不確実性を前提とした上

で、対応のあり方について整理する必要がある 
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運営収支 ➢ 理科系の単位費用の適用可能性について検討する必要がある 

➢ 運営体制や組織の基本的な構成を整理する必要がある 

 

田辺 ONE未

来デザイン

との整合性 

➢ 学生の学習結果（社会実装）から新しいビジネスの創出にどのようにつながるのか

を整理する必要がある 

 

地域創生や 

地域活性化 

➢ 教員の研究・社会貢献（産学官連携）に係るエフォート率などを明確にするととも

に、それらが現実的に機能して、共同研究・ビジネス創出にどのようにつながるのか

を整理する必要がある 
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⑺ 公立大学法人のガバナンス 

 ① ガバナンスの仕組みと評価の流れ  

下記の図は、公立大学法人におけるガバナンスの仕組みと主要な流れを整理したものである。各ス

テップは、法律に基づき法人の業務運営・評価・報告が循環的に行われる仕組みを示している。 

 

■ガバナンスの仕組み 

 

 

■ガバナンスのステップ 

項目 内容 

①中期目標の策定 

(地方独立行政法人法第

25 条第１項) 

⚫ 設置団体の長が法人の達成すべき業務運営に関する目標を定める 

⚫ 中期目標の期間は６年間 

⚫ 策定にあたっては、法人の意見を事前に聴取し配慮することが義務付

けられている（同法第 78 条第３項） 

⚫ また、評価委員会の意見を聴取するとともに、議会の議決を経る必要

がある（同法第 25 条第３項） 
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②中期計画の策定(法第

26 条第１項) 

⚫ 公立大学法人が、中期目標を達成するための具体的な計画を策定する 

⚫ 計画策定後は、設置団体の長の認可を受ける必要がある 

⚫ 設立団体の長は、公立大学法人が策定した中期計画を認可するにあた

り、あらかじめ評価委員会の意見を聴取することが義務付けられてい

る（同法第 78 条第４項） 

 

③年度計画の策定(法第

27 条第１項) 

 

⚫ 法人は中期計画に基づき、その事業年度の業務運営に関する年度計画

を策定する 

⚫ 年度計画は設置団体の長に届け出る 

 

④業務実績報告書の提

出(法第 78 条の２第１

項、第２項) 

 

⚫ 法人は毎事業年度終了後３か月以内に、当該年度の業務実績報告書を

作成し、評価委員会に提出する 

⚫ 中期目標期間の最終年度には「目標期間全体の業務実績」、前々年度に

は「目標期間の業務実績見込み」も提出する 

 

⑤業務実績報告書の評

価(法第 78 条の２第４

項、第５項) 

 

⚫ 評価委員会が業務実績報告書を評価する 

⚫ 必要に応じて、法人に対して業務運営の改善などの勧告を行うことが

できる 

⚫ 評価や勧告の内容は設置団体の長に報告される 

⚫ 評価委員会は、公立大学法人の中期目標期間の終了時における業務実

績の評価を行う際、学校教育法第 109 条第２項で規定された認証評価

機関による教育・研究状況の評価を踏まえて判断することとされてい

る 

 

⑥評価内容の報告(法第

78 条の２第６項) 

 

⚫ 設置団体の長は、評価委員会からの報告内容を議会に報告する 

⑦認証評価機関の評価

(学校教育法第109条第

２項) 

 

⚫ 大学は教育研究等の総合的状況について、政令で定める期間ごと（７

年以内）に、文部科学大臣認証の評価機関による認証評価を受ける 

⑧中期目標期間終了時

の検討(法第 79 条の２

第１項) 

⚫ 設置団体の長は、評価委員会が業務実績見込みの評価を行った後、法

人の業務継続の必要性、組織の在り方、業務全般について検討し、必要

な措置を講じる 

⚫ 検討にあたっては、評価委員会の意見を聴取する 
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■評価の流れ 

 

 

公立大学法人及び公立大学の運営については、地方独立行政法人法及び学校教育法等の制度的枠組み

に基づき、適切なガバナンスの下で計画的かつ継続的に実施される仕組みが構築されている。 

具体的には、設立団体の長が策定する中期目標（６年間）に基づき、公立大学法人が中期計画及び年

度計画を策定し、これに沿って業務運営を行うとともに、その実績については毎年度、市の附属機関で

ある評価委員会による評価を受けることとされている。 

また、評価委員会は業務実績の評価にあたり、必要に応じて業務運営の改善に関する勧告を行うこと

ができ、その内容は設立団体の長を通じて議会にも報告されるなど、外部の視点を踏まえたチェック機

能が確保されている。さらに、大学としては学校教育法に基づき、認証評価機関による教育研究活動の

評価も定期的に受けることとされている。 

これらの仕組みにより、 

⑴計画（Ｐｌａｎ） ：中期目標・中期計画・年度計画の策定 

⑵実行（Ｄｏ）   ：計画に基づく業務運営 

⑶評価（Ｃｈｅｃｋ）：評価委員会及び認証評価機関による評価 

⑷改善（Ａｃｔ）  ：評価結果を踏まえた業務運営の見直し 

という、ＰＤＣＡサイクルが制度的に組み込まれており、継続的な業務改善が図られる仕組みとなっ

ている。 

さらに、中期目標期間の終了時には、設立団体の長が評価委員会の意見も踏まえつつ、公立大学法人

の業務の継続の必要性や組織の在り方等について総合的な検討を行い、その結果に基づき所要の措置を

講じることとされている。 

このように、公立大学法人の運営は、法令に基づくガバナンス及び評価・改善の枠組みによって統制

されており、仮に収支状況の変動等が生じた場合においても、当該制度の中で継続的な点検・評価・改

善が行われることにより、適切な運営の確保が図られる仕組みとなっている。 
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 また、公立大学法人の運営に関する責任については、法令に基づき、各主体がそれぞれの権限と役割

に応じて担う仕組みとされている。 

具体的には、設立団体の長は、中期目標の策定や中期計画の認可、評価結果を踏まえた必要な措置の

実施などを通じて、設置者としての法人運営全体に対する包括的な管理責任を担う立場にある。公立大

学法人は、中期計画及び年度計画に基づき自律的に業務運営を行う主体として、その実施責任（経営責

任）を負う。評価委員会は、第三者的立場から業務実績の評価及び必要な改善勧告を行うことにより、

運営の適正性を担保する役割を担う。 

公立大学法人制度においては、特定の個人や一主体に責任が帰するのではなく、設置者、法人、評価

機関がそれぞれの役割を分担し、相互にチェック機能を働かせることにより、適切な運営の確保が図ら

れる構造となっている。 
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４. 田辺市高等教育機関設置可能性調査検証結果報告書の検証について 

 

調査検討事業を踏まえ、令和７年３月に公表した可能性調査報告書の検証を行った結果は、次のとお

りである。 

 

■「田辺ＯＮＥ未来デザイン構想」との整合性 

⑴ 「田辺ＯＮＥ未来デザイン構想」との整合性  

可能性調査報告書では、大学設置により期待される効果が示されているが、経済波及効果の試算結果

として約６億円から７億円規模が見込まれていることから、「まちの賑わい創出」や「経済の活性化」と

いった効果については、一定程度認められる。一方で、その効果の約６割が教職員及び学生の消費支出

に起因するものであることを踏まえると、学生数の確保を前提とした効果であることを認識しておく必

要がある。 

 

「雇用創出」については、大学に直接従事する教員 25人、事務職員 20人程度の雇用が見込まれ、さ

らに、経済波及効果の試算における就業誘発効果として 50 人程度が想定されることから、一定の効果

があるものと考える。 

なお、大学は人材供給の基盤としての機能を有することから、地域における人材確保の環境整備を通

じて、企業立地や既存企業の事業展開の判断に影響を与える可能性があるものの、現時点ではその効果

を具体的に見通すことは困難である。 

 

「関係人口の増大」については、大学が市外・県外から学生や研究者を呼び込む拠点となり得ること

は、一般的に認められている。また、類似した学部を設置している福知山公立大学を中心とした「北近

畿地域連携機構」による産学官連携事業の例に見られるように、学びや研究、地域活動を通じて大学と

地域との継続的な関係が形成されることで、関係人口の増大に寄与する可能性がある。 

 

「若者の流出抑制」については、高校生へのアンケート調査結果においても、田辺・西牟婁地域の学

生のうち、17％が検討中の大学を受験したいと回答しており、市内の若者が地元の大学に進学すること

で流出の抑制が期待できる。 

また、大学への進学行動は学部・学科の内容や大学の魅力等によって大きく左右されることから、受

験したいかどうかわからないと回答した学生が約７割存在することを踏まえると、教育内容や大学の魅

力の充実度合いによっては、流出抑制効果がより高まる可能性があると考えられる。 

一方で、大学進学時点での流出が抑制された場合であっても、卒業後に市外へ流出する可能性がある

ことから、長期的な定着効果については限定的となる場合がある。 

 

「自律的好循環と新たな価値の創出」については、中長期的な地域連携の成果として期待されるもの

であるが、その過程は、初期の交流や関係形成から連携の深化を経て、最終的な価値創出に至るまで段

階的に進むものである。学生の地域参画やＰＢＬ（課題解決型学習）等を通じて、地域課題に対する新

たな視点やアイデア、将来的な事業化の可能性が生まれることは期待できる一方で、それらをビジネス

や収益化につなげるためには、資金面・経営面・市場競争など様々な条件整備が必要であり、大学教育

のみで直ちに実現されるものではない。 
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公立大学設立構想の実現可能性を検討する現段階においては、具体的な教員の研究領域や産学官連携

のスキーム、外部資金の獲得見込み等が示すことができず、教育活動からビジネスの創出にどのように

つながるのかについては、今後更なる検証が必要である。 

 

「人材の育成・確保」については、検討中の大学では、地域課題を教育・研究のテーマとして取り込

み、卒業プロジェクト等を通じて実践的な学びを展開することで、地域に貢献し得る人材の育成を目指

しており、このような教育内容は、学生の地域理解や当事者意識の醸成につながるものである。また、

社会人向けリカレント教育を実施し、地域の人材力向上に寄与する方針等も示されていることから、人

材の育成については期待できる。 

一方で、地域における人材の確保については、学生の意向をはじめ、地元企業の受入環境や雇用機会

の状況、インターンシップやキャリア支援の仕組みなど、複合的な要因に大きく左右されるものである。 

 

「選択肢の増加」については、高校生へのアンケート調査結果では、大学進学を志望していない層の

中にも当該大学への受験意向が見られることから、従来は大学進学を選択していなかった層に対しても、

新たな進学の選択肢となり得るほか、大学進学を選択する場合には地域外への転出を伴うケースが多い

中、地域内での進学が可能となるなど、進路選択の幅を広げるという観点から、一定の意義を有する。 

また、事業者へのアンケート調査結果において、検討中の大学に期待する理由として「社員の再教育」

を挙げている企業が一定数確認できることから、大学設置により生涯学習やリカレント教育の場として

の活用も期待できる。 

 

「保護者等の経済的負担軽減」については、保護者へのアンケート調査結果において、検討中の大学

に興味を持つ理由として、「自宅から通えるから」「学費が安い」といった項目が相対的に高い割合を占

めていることから、通学圏域に居住する保護者からは一定の負担軽減効果を期待している状況がうかが

える。この点は、地元進学が可能となることによる生活費の抑制や、公立大学としての学費水準に対す

る期待を背景としたものと考えられる。また、こうした負担軽減により、これまで様々な事情により進

学を控えていた層の進学が促進される可能性もある。 

一方で、可能性調査報告書に示している家庭の経済的負担が軽減し、地元経済への還元につながる点

については、軽減された資金が貯蓄や域外消費に向かう可能性もあることから、地元経済への還元効果

については一概に見込むことは難しいものと考える。 

 

可能性調査報告書の 61ページでは、大学設置が「交流促進ゾーンの拠点となることが期待される」と

されており、大学が学生や教職員が日常的に滞在する施設であることから、人の往来が生じ、交流の拠

点になり得るものと考えられる。また、フィールドワークや地域連携型の教育活動が実施される場合に

は、地域との接点が生まれ、一定の交流機能を担う可能性もある。 

一方で、その交流がどの程度の規模や内容で生じ、湾岸地域全体の回遊性の向上や賑わいの創出につ

ながるかについては、大学の立地のみをもって判断することは難しく、大学の施設開放の状況や地域住

民との関わり方、カリキュラムにおける地域連携の位置付け、教職員の関与など、具体的な運用や制度

設計により左右される側面が大きいと考えられる。 

また、湾岸エリアの自然資源を活用したフィールドワークにおける保全活動への波及効果について

は、「天神崎」や「神島」等を活用した学習活動により、学生が地域と関わる機会が創出されることで、
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自然環境に対する理解の深化や関心の喚起につながる可能性がある。また、これらの活動を情報発信す

ることで保全活動の裾野が広がる可能性も考えられる。 

一方で、可能性調査報告書において示されている効果は、学生の学習活動が地域住民の行動変容（域

内の人々の保全管理活動への参加など）につながることを前提とするものであり、その実現には、継続

的かつ体系的なフィールドワークの実施や、地域住民との協働を前提としたプログラムの構築などが不

可欠である。 

 

このほか、検討会議では、経済波及効果などのシミュレーションには反映されていない新たな価値と

して、「シビックプライドの向上」「若者の定着」「地域活動の活性化」などが挙げられている。 

検討中の大学は、探究型の教育を特徴とし、フィールドワークや地域課題の解決を通じた実践的な学

びを提供することが想定されている。また、本市を含む当地域は、熊野古道の玄関口として多くの人々

を受け入れてきた歴史的・文化的背景を有し、ホスピタリティを地域文化として培ってきた地域である。

大学とこうした地域の特性が組み合わさることにより、前述の新たな価値の創出が期待できる。 

 

以上の検証を踏まえると、可能性調査報告書で示された大学設置による各種効果については、その効

果の規模や実現可能性を現時点で明確に示すことができない内容もあるものの、「田辺ＯＮＥ未来デザ

イン構想」の目標や方向性と整合しているものと考える。 
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■ 社会的課題 

⑴ 地域資源と地域課題 

可能性調査報告書では、本市においても人口減少により、労働力不足や地域経済の縮小、生活環境の

悪化が予測され、地域社会の維持や教育環境、医療・福祉などまちづくりの根幹に影響を及ぼすことが

課題として挙げられている。 

こうした中で、公立大学設立構想は、若者の流出抑制や関係人口・交流人口の増加、地域活性化への

効果が期待されるものとされている。 

 

高校生へのアンケート調査結果のうち、田辺・西牟婁地域の回答では、県内進学希望者は 12％、県外

進学希望者は 88％であり、毎年 18 歳人口の多くが県外へ流出することが示唆されている。一方で、県

外進学希望者のうち 50％が検討中の大学に興味・関心を示していることから、大学設置による若者の流

出抑制は一定程度期待できる。 

加えて、これまで進学や就職のため 18 歳人口が大きく減少する本市において、学生が地域内に居住

することは、日常的な消費活動などによる地域経済への波及効果が見込まれるほか、地域定着という選

択肢の拡大にもつながることが期待できる。 

ただし、大学卒業後に地域に定着せず、市外での就職を選択する場合もあることから、若者の流出抑

制の効果が必ずしも持続するとは限らず、また、地元企業の受入状況や雇用環境によっては、卒業後、

地域に残ることが難しい場合も想定される。 

 

また、若者の流入による関係人口・交流人口の増加が期待される中で、カリキュラムとして、地域と

大学が協働して取り組む「卒業プロジェクト」が計画されており、①学生がチームで地域資源や地域課

題を踏まえたテーマを選定、②地域のニーズを調査・分析し、習得したＡＩリテラシーやデータ活用力

を活かして解決すべき課題を設定、③地元企業や行政機関と協業してプロジェクトを企画・実践すると

いう段階的な学習過程が想定されている。こうした取組を通じて、地域課題の解決や地域産業・文化へ

の理解が深まるとともに、地域との継続的な関わりが生まれることで、関係人口・交流人口の増加につ

ながるものと考える。 

さらに、地域に根差したカリキュラムを通じて、学生が在学中に地域の価値や魅力を深く理解するこ

とにより、大学生活を過ごした地域が「第２のふるさと」として認識され、地域との関わりが深い場合

には、卒業後、地域に定着しない場合でも、継続的な関係性の維持、いわゆる関係人口としての関与に

つながることが期待できる。 
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■ 教育的課題 

⑴ カリキュラム  

検討中の大学は、ＡＩやロボット技術の急速な発展により社会や働き方が大きく変化する時代を見据

え、ＡＩ等の最新技術と人間理解を結びつけ、社会課題の解決に挑戦する創造的な人材の育成を目指し

ている。 

授業はすべて１～２週間単位の集中講義とし、講義・討論・実践・発表を繰り返しながら学ぶ手法と

なっており、教育の中心に「探究と体感」を行き来する学びを位置付け、哲学・文化・歴史を踏まえた

国際社会の課題とその構造を探究し、大局観を養うこととしている。さらに、農業・漁業・林業等の現

場での体験、ＡＩデータを活用した地域課題の分析、地元企業等とのＰＢＬ（課題解決型学習）を組み

合わせることで、学びを「自分の力」に変えていくとしている。 

具体的には、１年次は教育の三本柱（国際情報分析、精読探究ゼミ、フィールドワーク）に基づき、

情報分析力や大局観の基礎を養成、２年次はＡＩ活用力及び社会人文教養の修得を図り、３年次には起

業家精神などの学修に加え、国内外でのフィールドワークを通じてＡＩによる社会実装例を学び、４年

次は実践的探究と体感の集大成として、ＡＩ等を活用した地域の課題に挑戦するという段階的な構成で

ある。 

 

こうしたカリキュラムや教育は、アンケート調査結果において事業者が人材に求める資質として挙げ

られている「協調性」「積極性・主体性」「コミュニケーション能力」及び「責任感」の育成が期待でき

るとともに、地域課題の解決や関係人口・交流人口の増加に資する可能性がある。 

また、「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」に示されている文理横断的な思考力を持つ人

材の育成を図るものであり、国の高等教育政策の方向性とも整合している。 

 

一方で、地方における公立大学の設置という観点からは、地域の産業構造や人材需要等との整合性の

確保が重要であり、教育の内容がこれらとどの程度適合しているか、また地域課題の解決にどの程度資

するものであるかについては、産業界や地域関係者等との連携のもと、更なる具体化や整理が必要であ

る。 

なお、検討会議では、将来的に大学進学者数の減少が見込まれる中、特色ある大学でなければ学生確

保は難しいとの意見があった。また、こうした集中講義や探究実践型の教育手法は、大学の特色として

差別化につながる可能性がある一方で、高校生や保護者にとって教育内容を具体的にイメージしがたい

側面もあり、十分な理解が得られない場合には、学生確保に影響を及ぼす可能性があるとの指摘もあっ

た。 
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⑵ 学生の確保 

① 事業者ニーズとの整合 

事業者へのアンケート調査結果からは、検討中の大学が育成を目指す人材像（ＡＩと共存する時

代において、情報を鵜呑みにせず、自ら問い、判断し、他者と協働しながら新たな価値を創出でき

る「道先案内人」となる人材）と、事業者が人材に求める資質（協調性、積極性・主体性、コミュ

ニケーション能力、責任感）が概ね一致している。 

また、採用する人材に望む学問の分野についても、「工学」「経済学」に続いて「情報科学」が挙

げられており、検討中の大学が予定している「（仮称）社会情報科学科」とも整合している。 

さらに、県内事業者のうち６割以上が検討中の大学に対して期待を示しており、その理由として

は「優秀な人材の輩出」及び「地域社会の活性化（消費効果）」を期待する割合が高い。大学設置後

の採用意向についても、約４割の事業者が「積極的に採用したい」、約３割が「採用を検討したい」

と回答しており、卒業生の受け皿として一定の需要が見込まれている。 

一方で、県南部では学歴による条件を設けていない事業者が多く、過去３年間において県内の大

学卒業生を定期的に採用している事業者は 10%にとどまり、８割以上の事業者は県内大学卒業生を

採用していないという結果もある。 

このように、事業者が求める人材像と検討中の大学が育成する人材像は概ね一致しており、大学

に対する期待や卒業生の採用意向は示されているものの、現時点における卒業生の受入れ可能性に

ついては、限定的であると考える。 
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② 進学ニーズ及び学生確保の可能性 

可能性調査報告書では、財団による「知の探究合宿（基幹科目の一つである「国際情報分析」を、

高校生向けにアレンジした一泊二日の実践系探究合宿。以下「探究合宿」という。）」について、生

徒の進路選択及び教員の進路指導に少なからず肯定的な影響を及ぼすと考えられることから、その

結果として、県外からの学生確保にもつながるとされている。 

一方で、検討会議においては、探究学習がなぜ県外からの学生確保につながるのかについて、根

拠が明確でないとの指摘がなされている。 

 

今回の調査検討事業では、探究合宿参加者に対するアンケートは実施していないため、令和７年

12月に田辺市内で実施された同合宿の参加者のコメントについて、財団から提供を受けた。 

 

■高校生向け『国際情報分析「知の探究合宿」』の概要 

プログラム実施日：令和７年 12月 13日～14日 

受講者数及びアンケート回答者数：15名（全員がアンケートに回答） 

参加者：田辺高校（93％）、国立和歌山工業高等専門学校(７%) 

学 年：１年生（60%）、２年生（33%）、３年生（７%） 

性 別：男性（53%）、女性（47%） 

 

探究合宿に対する評価は、「とても良かった」が大半（93％）を占め、「良かった」と合わせて参

加者全員が肯定的に評価している。評価理由としては、探究活動を通じて新たな知識や視点を得ら

れたことへの満足感や、学ぶこと自体の楽しさを実感できた点が多く挙げられている。また、これ

まで曖昧であった探究手法が明確になったことや、論理的に考え結論を導き出す力を養えたことに

対する評価も見られる。 

さらに、初対面の参加者と協力しながら課題に取り組む過程において、主体的に調査・議論を進

める経験ができたことや、長時間にわたり集中して一つのテーマに向き合う環境が有意義であった

との意見も多い。学校における探究学習と比較して、短期間で集中的かつ深い学びが得られた点や、

実践的な経験として今後に役立つと感じた点も評価されている。 

 

総じて、本合宿は参加者に対し、探究の楽しさや達成感、思考力の向上を実感させる機会となっ

ていることがうかがえる。 

探究合宿への参加が進路選択に一定の影響を与える可能性はあるものの、特定の大学への志願に

は、教育内容への共感に加え、立地条件、学費、他大学との比較など複合的な要因が関係するもの

と考えられる。 

 

また、可能性調査報告書では、「公立大学の所在都道府県からの入学率が全国平均で４割弱であ

り、同様に４割程度の入学者を見込んでいること」、「高等教育機関の空白地帯に公立大学を設立す

ることで、費用負担の軽減により、他県進学を余儀なくされる学生や経済的理由で進学を断念する

学生の受け皿となり、県内で一定の需要が見込まれること」などから学生の確保は可能であるとし

ている。 
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これに対し、高校生へのアンケート調査結果のうち、田辺・西牟婁地域では、県内進学希望者が

約１割存在するものの、約９割が県外進学希望であり、若年層の流出傾向が強い状況が確認できる

一方、県外進学希望者のうち半数が検討中の大学に興味・関心を示していることから、潜在的な需

要は一定程度認められる。 

 

また、保護者アンケート調査結果においても、経済的負担の軽減や自宅通学の可能性といった面

が評価されていることから、検討中の大学は進学ニーズの受け皿となり得ることが確認できる。 

 

   一方で、今後 18 歳人口の大幅な減少が見込まれており、県内学生のみで定員を充足することは

困難となることも想定される。県内高校生へのアンケート調査結果（検討中の大学を受験したいと

回答した割合）を基に、2050年における検討中の大学への県内からの志願者数を試算した結果は約

270人と見込まれる。これに、全国の公立大学における総合選抜型の合格率（33％）を適用すると、

合格者は約 90 人程度となり、さらに合格者の歩留率を 75％～90％と仮定した場合、県内からの入

学者は 68人から 82人程度になると見込まれる。 

さらに、検討会議では、学生確保に係る大学間競争の観点から、競争優位性や具体的なマーケテ

ィング戦略の整理の必要性が示されている。加えて、交通アクセス上の制約や情報科学分野に対す

る学生の関心が相対的に高いとは言えない状況などの課題も挙げられている。 

 

   以上を踏まえると、当該地域において一定の進学需要が存在することや、公立大学の設置により

保護者の経済的負担の軽減が図られることで、進学機会の拡大につながる可能性があることが認め

られる。 

一方で、アンケート調査結果において示された興味・関心や受験意向と実際の志願・入学行動は、

他大学との比較や人口減少の影響、大学間競争の状況など、複合的な要因に左右されるものである。 

このため、安定的な学生確保に向けては、県外はもとより海外を含めた幅広い視点での学生募集

が重要である。 
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⑶ 入試方法 

検討中の大学では、従来の試験による学力評価のみに頼らず、多角的な資質・能力を評価する入試方

法を導入することとしている。具体的には、一次審査として書類選考により基礎的な学力を確認し、二

次審査では探究合宿を通じて、現行の総合型選抜における短時間の面接では把握しづらい探究力、意欲、

協働性等を総合的に評価することとしている。また、特定の高校等と連携した協定校制度を設け、当該

校の生徒を対象としたスカウト型選考の実施も検討することとしている。 

さらに、入学定員の一定割合を地域枠として確保し、地域内からの学生の受入れを図るとともに、全

国各地に受験会場を設け、広域からの学生確保を目指す内容となっている。 

 

探究合宿を通じた評価については、思考力や協働性等を把握できる点に意義があるものの、長時間に

わたり多様な場面で受験者の行動等を評価する必要があることから、その評価が評価者の主観に左右さ

れることなく、一貫した基準に基づいて行われる仕組みがどのように確保されるのかが重要となる。 

また、１回あたりに評価可能な志願者数には物理的な制約が生じることも想定されるため、志願者数

に応じた柔軟な対応が求められる。 
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⑷ 教員の確保  

可能性調査報告書では、教育の根幹は「ひと」であるとする考え方に基づき、公募するのではなく、

カリキュラムを真に理解し、体現できる教員を戦略的に確保する必要があるとされ、財団は、文理融合

学部の設置に必要な教員の過半数について、すでに確保の見込みがあるとしている。 

残る教員の確保にあたっては、文系教員については日本人の精神性や哲学への理解や国際的な教育研

究経験を重視し、理系教員についてはデータサイエンスやＡＩなどの先端分野における実務・研究経験

を重視する方針のもと、学術ネットワークや企業研究所等の人脈を活用し、確保する計画が示されてい

る。 

 

これらについては、教育の質が教員に大きく依存するとの前提のもと、大学の理念やカリキュラムを

体現できる人材を戦略的に確保しようとするものであり、教育の質の確保という観点からは一定の合理

性が認められる。また、実務経験や国際的な活動経験を有する教員の登用については、「2040 年に向け

た高等教育のグランドデザイン」において、学外資源の活用の観点から実務家を含む多様な人材の教員

登用の必要性が示されている。 
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■ 施設整備の課題 

⑴ 整備事業費  

 可能性調査報告書では、旧庁舎は耐震性が不足していることに加え、津波浸水想定区域に位置してい

ることから、大学施設として活用するためには、耐震補強や津波への対策を講じる必要があるとしてい

る。 

また、大学施設の整備にあたっては、大学設置基準における整備基準を満たすことを前提に、学生同

士や学生と教員等が交流できる教育環境の整備が求められるとしており、扇ヶ浜や松林など周辺環境を

一体的に活用したキャンパス整備や、隣接する紀南文化会館の利便性向上を図るための整備が必要であ

るとしている。 

整備事業費については、旧庁舎が昭和 45年（1970年）に建築され、築 55年を経過していること及び

旧耐震基準の建物であることから、耐震補強等を含む全面改修が必要であるとともに、旧庁舎別館及び

社会福祉センターについては、新耐震基準を満たしていることから、一般的な内装改修や電気設備のＬ

ＥＤ化などの改修を見込み、これらに周辺整備及び校具・備品等の整備を加えた結果、概算で 50 億円

と想定していた。 

 

調査検討事業におけるイニシャルコストの試算では、整備事業費は 65 億円となり、可能性調査報告

書時点の想定と比較して 15 億円増加する結果となった。また、近年の物価高騰等を踏まえると、事業

費の更なる増加も懸念される。 

 

旧庁舎跡地活用の検討にあたり、南海トラフ地震に伴う津波への対応についても整理を行った。津波

対策においては、約 100年周期で発生している比較的発生頻度の高いレベル１津波（Ｌ１津波）と、約

1,000 年に１回程度と発生頻度は極めて低いものの、科学的に想定されている最大クラスの南海トラフ

巨大地震によるレベル２津波（Ｌ２津波）の二種類を想定する必要があるとされており、レベル２津波

については、住民の避難を前提とする「減災」の考え方に基づく対策が求められている。 

田辺市津波ハザードマップでは、旧庁舎周辺は、約 100年周期で発生する比較的発生頻度が高いレベ

ル１津波の浸水想定区域には含まれていないものの、レベル２津波の浸水想定区域に含まれており、旧

庁舎の基準水位は地盤面から約 3.5～3.7ｍで概ね２階床の高さに相当するとされている。 

 

旧庁舎を大学施設として活用する場合には、耐震改修に加え、円滑な垂直避難が可能となる施設整備

や避難動線の確保などについて検討する必要がある。また、避難計画等を含めた運用面での対応につい

ても整理するとともに、市民や関係者に対して丁寧な説明を行い、理解を得ていくことが求められる。 
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■ 財政的課題 

⑴ 初期費用 

可能性調査報告書では、初期費用を 50億円と想定した上で、大学・高専機能強化支援事業助成金、市

債、企業版ふるさと納税寄附金等の活用を見込み、市の実質負担は 18.5億円としていた。 

 

 今回の調査では、新たに都市構造再編集中支援事業補助金や、交付税算入率の高い地方債の活用可能

性が確認された一方で、大学・高専機能強化支援事業助成金については、制度上の上限額 20 億円の活

用を前提としていたものの、検討中の大学の条件を令和８年度の公募要領に示された計算式に当てはめ

たところ、助成見込額は 12億 1,500万円となることが判明した。 

 また、都市構造再編集中支援事業補助金については、立地適正化計画への位置付けが必要であるが、

当該計画は現在策定中で、現時点では確実に活用できる財源とまでは言えない状況にあり、公共施設等

適正管理推進事業債についても、令和８年度までの制度であることから、活用には制度延長が前提とな

る。 

 加えて、検討会議では、企業版ふるさと納税寄附金は不確実性の高い財源であることから、これを前

提とした資金計画を意思決定の基礎とすることについては、慎重な意見も示されている。 

 

これらの結果、整備事業費を 65億円とした上で、企業版ふるさと納税寄附金 10億円を財源として見

込んだ場合、市の実質負担額は 27.6億円となる。仮に寄附金を財源として見込まなかった場合、市の実

質負担額については 37.6 億円となり、可能性調査報告書で想定していた額を大きく上回る結果となっ

た。 

 

このことから、整備事業費の増加に加え、財源確保の状況が市の財政負担に大きく影響する可能性が

ある。 
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⑵ 運営収支 

 可能性調査報告書では、運営費交付金について、理科系単価として基準財政需要額に算入された普通

交付税の全額を大学法人に支出することを前提に、入学定員充足率を 100％と仮定した上で、運営収支

の試算を行っている。なお、具体的な数値の積み上げが難しい費用については、情報学部の単科大学で

ある公立はこだて未来大学の決算データを参考としている。 

その結果、開学１年目及び２年目は単年度収支が赤字となるものの、３年目以降は在学生数の増加に

伴い黒字化するものとされている。 

 

調査検討事業における運営収支の試算結果からは、可能性調査報告書が前提としている「理科系単価

による普通交付税措置」及び「入学定員充足率 100％」という条件下においては、一定の収支が確保さ

れる結果となった。 

一方で、普通交付税の算定単価が社会科学系となる場合や、入学定員充足率が低下する場合には、単

年度損益は悪化し、赤字となる試算結果も確認できた。 

また、検討会議においても、普通交付税の算定単価については、制度改正や標準的な行政コストの見

直し等により将来的に変動する可能性がある。入学定員充足率についても、18歳人口の減少や大学間競

争の激化等を踏まえると長期的に高い水準を維持できるかについては、慎重に見極める必要があるとい

ったことや、物価上昇や人件費の増加等も見込まれることから、中長期的な大学運営においては継続的

な運営経費の見直しも重要となる。加えて、将来の施設更新に係る費用負担の在り方についても整理が

必要であるとの意見も示されている。 

 

さらに、可能性調査報告書において、開学１年目及び２年目の収支不足については、金融機関等から

の借入金や寄附金によって資金調達を行うことを見込んでいるとされているが、地方独立行政法人法第

41 条第１項第４号及び第 79 条の３の第１項の規定により、長期借入金については原則として設立団体

からの借入れに限られ、運営経費の不足分を金融機関からの借入れにより賄うことについては、制度上

の制約があることが判明した。 

 

地方独立行政法人法（抜粋） 

（借入金等） 

第四十一条 地方独立行政法人は、認可中期計画の第二十六条第二項第四号の短期借入金の限度額の

範囲内で、短期借入金をすることができる。ただし、やむを得ない事由があるものとして設立団体

の長の認可を受けた場合には、当該限度額を超えて短期借入金をすることができる。 

２ 前項の規定による短期借入金は、当該事業年度内に償還しなければならない。ただし、資金の不

足のため償還することができないときは、その償還することができない金額に限り、設立団体の長

の認可を受けて、これを借り換えることができる。 

３ 前項ただし書の規定により借り換えた短期借入金は、一年以内に償還しなければならない。 

４ 地方独立行政法人は、長期借入金及び債券発行をすることができない。ただし、設立団体からの

長期借入金については、この限りでない。 

 

（長期借入金及び債券発行の特例） 

第七十九条の三 公立大学法人は、第四十一条第四項本文の規定にかかわらず、政令で定める土地の
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取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な費用に充てるため、設立団体の長の認可を

受けて、設立団体以外の者から長期借入金をし、又は当該公立大学法人の名称を冠する債券（以下

この章において「債券」という。）を発行することができる。 

 

 

このことから、公立大学の持続的な運営に向けては、普通交付税において理科系学部として算定さ

れることや、将来にわたり高い入学定員充足率を維持することが求められる。 

また、開学初期の収支不足への対応についても、制度上の制約を踏まえた資金計画を整理する必要

がある。 
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■地方創生や地域活性化に対する大学の役割と効果 

⑴ 教育機関としての役割 

可能性調査報告書では、大学は教育機関として、基礎から専門に至る知識や技術に加え、グローバル

な視点やコミュニケーション能力等の幅広い能力を育成し、社会の変化に対応できる人材を養成するこ

とが求められている。 

その上で、検討中の大学においては、単なる知識の修得にとどまらず、ものの見方や考え方、志を養

い、学んだ知識や技術を社会のためにどのように生かすか、すなわち「いかに生きるか」を問い続ける

教育を重視し、人材の質の向上と安定的な供給に貢献することが期待できるとしている。 

また、学生だけでなく社会人に対する教育（社会人向けプログラム等）により、地域住民を含む社会

人の生涯学習への貢献や、高校と大学の連携事業（地域の高校における出前授業）の実施等により、地

域の教育力の向上に寄与することが期待できる。さらに、大学主催の学会等のアカデミックイベントに

より国内外の人材が地域を訪れることで、国際的な学術都市としての新たなブランド化に寄与すること

が期待できるとしている。 

 

社会の変化に対応できる人材の養成については、知識・技能の修得に加え、探究と体感を繰り返す学

修プロセスや、ＰＢＬ（課題解決型学習）、フィールドワーク等の実践的な学びが体系的に位置付けられ

ており、また、探究合宿の参加者から一定の評価が得られていることから、国が示す人材像に対応した

能力の育成は期待できる。 

一方で、人材の安定的な供給については、学生確保の状況や、卒業後の進路動向等の要因に左右され

るものである。 

 

地域の教育力の向上のうち、高大連携事業については、前述の探究合宿の実績から一定の効果が期待

できるものの、社会人向け教育については、具体的な実施内容や体制が示されていないことから、現時

点においてその効果を検証することは困難である。 

 

国際的な学術都市としてのブランド化については、大学の研究領域や運営実績に依存するものであ

ることから、現時点で具体的な検証を行うことは困難である。 
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⑵ 地方創生への役割 

可能性調査報告書では、大学が設置されることにより、毎年一定数の学生・教職員が地域に流入し、

常住人口及び関係人口の増加が期待される。また、大学の研究力を活用し、地域課題の解決に向けた新

たなアプローチの創出や、大学発ベンチャーなど産業基盤の強化に果たす役割も大きいとされている。  

さらに、学生の学びを通じて地域の歴史・文化の継承に貢献することも期待されている。 

 

大学設置により市外・県外から学生や研究者を呼び込むといった点については、大学の一般的な機能

として認められるものであり、検討中の大学では、フィールドワークを主体に学びや研究、地域活動を

行うとされていることから、在学中における地域との関わりや、卒業後の継続的な関係の構築が期待で

きる。 

一方、このような地域との関わりや継続的な関係の構築については、地域における受入環境や活動機

会の充実度によって左右されるものである。 

 

また、カリキュラムにおいて、段階的な学修を通じて地域課題に対するＰｏＣ（概念実証）に至るプ

ロセスは整理されているものの、現時点では事業化や収益化へと展開するための具体的な仕組みや実施

主体が明確となっていない。 
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⑶ 地域活性化（経済を含む）の役割 

可能性調査報告書では、大学が設置されることにより、教職員や学生の流入による消費拡大や雇用創

出に加え、研究成果を活かした新産業の創出や地元産業との連携、地域資源の活用による付加価値創出

などを通じて地域経済に寄与することが期待される。さらに、イベントや学会等を通じた交流人口の増

加や定住促進といった観点からも、地域経済の活性化に貢献する可能性があるとされている。 

 

これら地域経済にもたらす効果については、前述の「田辺ＯＮＥ未来デザイン構想」との整合性でも

触れている通り、一定の効果は期待できるものと考えられる。 
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５. 公立大学設立構想に対する本市の考え方について 

 

市では、令和６年度に、財団から田辺市役所旧庁舎を活用した文理融合型の公立大学設立構想の提案

を受けた。この提案が実現すれば、まちの賑わい創出や地域経済の活性化のほか、若者の流入や地元高

校生の進学先の選択肢の増加、若者の地元定着の可能性が高まるなど、本市及び周辺地域に大きな好影

響をもたらすことが期待されるものであり、市としても真摯に検討すべき提案であると考え、これまで

１年半にわたり検討を進めてきた。 

 

令和７年度に実施した調査検討事業では、経済波及効果の試算結果により、公立大学の設立が地域経

済に一定の波及効果をもたらすことが確認できたほか、高校生や保護者へのアンケート調査からは、地

元高校生の進学機会の拡大や保護者の経済的負担の軽減につながる可能性があることも改めて確認す

ることができた。 

また、ＡＩリテラシーを備えた次世代人材の育成や、市民の学び直しの機会の提供、中高大連携によ

る教育の質の向上、知的・文化的拠点としての機能の発揮など、本市の教育環境の充実に寄与すること

が期待できるとともに、事業者の課題解決や産業基盤の強化、新たな産業の創出に加え、優秀な人材の

輩出に伴う企業誘致の可能性など、地域産業への貢献も見込まれる。 

さらに、学生・教職員の市内及び周辺地域への居住や、地域との継続的な関わりの広がりにより、地

域の活力向上につながるほか、シビックプライドの醸成、地域活動や文化の担い手の確保など、地域社

会への波及的な効果も期待できる。 

 

一方で、調査検討事業により、施設整備に係る初期費用に対する財源確保をはじめ、市の将来的な財

政負担に関する課題が浮き彫りとなった。 

特に、初期費用の面においては、可能性調査報告書に示されている整備事業費と比較して大幅に増加

するとともに、財源として見込んでいた大学・高専機能強化支援事業助成金が減少したことなどにより、

市の実質負担額が約９億円増加する結果となった。また、同助成金と併せて財源として見込んでいた企

業版ふるさと納税寄附金 10 億円についても、検討会議において不確実性が指摘されており、仮に寄附

金を除いた場合の市の実質負担額は約 19 億円増加の 37.6 億円となり、可能性調査報告書で示した実質

負担額 18.5 億円と比較して約２倍の水準となる。 

 

また、大学の運営に関して、公立大学法人がその経営責任を負うものの、地方独立行政法人法第 105

条では、「設立団体は、地方独立行政法人が解散した場合において、その財産をもって債務を完済する

ことができないときは、当該地方独立行政法人に対し、当該債務を完済するために要する費用の全部

を負担しなければならない。」とされている。 

 

昨今の国際情勢の不安定化や物価高騰等による社会・経済への影響が大きくなる中、国においては、

経済成長と財政健全化の両立が重要な課題とされている。本市においては、社会保障関係費や人件費、

公共施設の老朽化対策に要する経費の増加などにより、行政運営に係る経費が大きく増加する一方で、

生産年齢人口の減少や地域経済の縮小等に伴う市税収入の減少も見込まれており、今後の財政運営は厳

しさを増すことが予測される。 
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こうした中、持続可能な行財政運営の確立に向け、令和７年度から「行政事業レビュー」に着手

し、さらに本年度から第３次行政改革大綱及び行政改革第５次実施計画の策定に取り組んでいる。 

 

以上のとおり、公立大学の設立によって期待できる効果等については一定程度見い出せたものの、同

時に検討すべき課題や懸念も明らかとなった。特に、公立大学設立に伴う財政負担については、将来的

なリスクとなる可能性も排除できず、慎重な対応が求められる。 

こうした状況を総合的に勘案した結果、令和６年度に財団から提案を受けた公立大学設立構想につい

ては、事業化を見送ることとする。 
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